
 

 

蒲郡市プロポーザル方式実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市が発注する委託業務等に関し、プロポーザル方式により受

託候補者を特定するための手続その他必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ プロポーザル方式 次条に定める業務の受託候補者を特定する場合において、

当該業務に係る実施体制、実施方針、実施方法等の技術提案に関する提案書（以

下「提案書」という。）の提出等を受け、当該提案書の審査及び評価を行い、受

託候補者を特定する方式をいう。 

⑵ 公募型プロポーザル方式 公募により参加者を募り、参加者の中から提案書

の提出者を選定して実施するプロポーザル方式をいう。 

⑶ 指名型プロポーザル方式 業務内容が特殊なため受託できる者の数が限定さ

れるなどの理由から、市が蒲郡市入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」と

いう。）から提案書の提出者を指名して実施するプロポーザル方式をいう。 

（対象業務） 

第３条 プロポーザル方式の対象となる業務（以下「対象業務」という。）は、地方

自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第２号の要件に

該当する場合であって、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

⑴ 都市計画調査、環境影響調査等の広範かつ高度な知識が要求される業務 

⑵ 催事企画、情報システムの開発等の企画力及び開発力を求められる業務 

⑶ 重要構造物の計画調査、景観を重視した施設設計等の比較検討を要する業 

⑷ 記念品のデザイン等の象徴性、芸術性及び創造性を求められる業務 

⑸ 先端的な試験を含む調査等の先例が少なく特殊な実験又は解析を必要とする

業務 

⑹ 計画から設計まで一貫して発注する必要のある業務 

⑺ その他プロポーザル方式により実施することが適当であると対象業務を所管

する部等の長（以下「所管部長」という。）が認める業務 

（資格要件等） 

第４条 プロポーザル方式への参加者は、次に掲げる資格要件を満たすものとする。 



 

 

⑴ 資格者名簿において、対象業務に対応する営業種目について登録されている

者 

⑵ 蒲郡市工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和５９年１２月１日施

行）及び蒲郡市物品購入等の契約に係る指名停止等の措置要領（平成３１年４

月１日施行）による指名停止期間中でないこと。 

⑶ 「蒲郡市が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成２３年

４月１日付け蒲郡市長・蒲郡警察署長締結）に基づく排除措置を受けていない

こと。 

⑷ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続開始の申

立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく再生手続開

始の申立てがなされていないこと。 

２ 対象業務において、前項第１号の規定による資格者名簿に登録されていない場

合は、対象業務に対応する営業種目について登録を行うものとする。 

３ プロポーザル方式への参加者が対象業務の契約締結までの間に第１項の参加資

格を有しなくなった場合又は提案書等に虚偽の記載を行った場合は、その時点で

参加資格を失う。 

（協議） 

第５条 所管部長は、対象業務に関する契約について、プロポーザル方式を採用し

ようとする場合には、事前に対象業務等が適正であるかどうかをプロポーザル方

式実施協議書（第１号様式）（以下「協議書」という。）により総務部長に協議し

なければならない。 

２ 総務部長は、前項の協議を経た後、プロポーザル方式による実施の可否を、所

管部長に回答する。 

（選定委員会） 

第６条 対象業務を所管する課等の長（以下「所管課長」という。）は、総務部長に

おいてプロポーザル方式による実施が認められた後に、対象業務に係る選定委員

会を設置するものとする。 

２ 選定委員会の委員は、５名以上の者で構成し、学識経験者その他職員以外の者

を委員とするよう努めるものとする。 

３ 選定委員会の委員は、原則として別表第１に掲げる委員を含むものとする。 

４ 選定委員会は、次に掲げる事項を適切に定めるものとする。 



 

 

⑴ 提案書提出者の募集要件、募集方法等の決定に関する事項 

⑵ 提案書提出者の選定に関する事項 

⑶ 提案内容を評価するための評価基準、評価方法等の決定に関する事項 

⑷ 受託候補者の特定に関する事項 

⑸ その他プロポーザル方式の実施に関し必要な事項 

５ 前項第１号から第３号まで及び第５号に掲げる事項を定める場合において、緊

急やむを得ない事情があり、会議を開催することができない場合は、書類の回議

をもって会議に代えることができる。 

（実施要領の策定） 

第７条 所管課長は、プロポーザル方式を実施しようとする場合は、実施要領を策

定し、契約検査課長に提出するものとする。 

２ 実施要領で定める基本的な内容は、次に掲げるものとする。 

⑴ 業務名、業務内容及び業務期間 

⑵ 提案書提出者に要求する資格 

⑶ 受託候補者を特定するための評価基準及び評価方法 

⑷ 提案書の提出期限、提出場所及び提出方法 

⑸ 募集から受託候補者特定までのスケジュール 

⑹ その他必要と認められる事項 

（参加手続及び標準日数） 

第８条 所管課長は、公募型プロポーザル方式の手続による場合は、参加表明書（第

２号様式）の提出を求めるものとする。 

２ プロポーザル方式の手続における標準日数は、別表第２のとおりとする。 

（提案書提出者の選定） 

第９条 所管課長は、前条の参加表明書の提出があった者について、第４条に規定

する資格要件及び第６条第４項第１号に規定する募集要件を満たすものであるか

を確認し、提案書提出者として選定された者に対しては選定した旨の提案書提出

者の選定結果について（通知）（第３号様式）を送付し、提案書提出者として選定

しなかった者に対しては選定しなかった旨の提案書提出者の選定結果について

（通知）（第４号様式）を送付するものとする。 

（提案書提出者の指名） 

第１０条 所管課長は、指名型プロポーザル方式による場合は、選定委員会におい



 

 

て提案書提出者として指名の決定がされた者について、指名通知書（第５号様式）

を作成し、当該者に送付するものとする。 

（提案書の提出） 

第１１条 所管課長は、第９条の規定により提案書提出者として選定した者又は前

条の規定により提案書提出者として指名した者（以下「提案書提出指名者」とい

う。）に対し、別表第２に定める期間を設けた上で提案書の提出を要請するものと

する。 

２ 所管課長は、提案書提出指名者に対し、前条の指名通知書を受け取ってから原

則として５日以内に参加承諾・辞退届（第６号様式）により参加の意思を表示す

るよう求めるものとする。 

（受託候補者の特定） 

第１２条 選定委員会は、提出された提案書について、受託候補者を特定するため

の評価基準、評価方法等に基づき評価し、審議を経た後、提案内容等が最適な者

を特定するものとする。 

２ 選定委員会は、前項に規定する評価及び審議の結果、対象業務の履行を確保で

きないおそれがあると認められるときは、受託候補者の特定を行わないことがで

きる。 

３ 所管課長は、第１項により受託候補者として特定した者に対しては、受託候補

者として特定した旨の結果通知書（第７号様式）を送付し、受託候補者として特

定しなかった者に対しては、受託候補者として特定しなかった旨の結果通知書（第

８号様式）を送付するものとする。 

（特定結果の公表） 

第１３条 所管課長は、受託候補者と契約を締結したときは、次に掲げる事項を公

表するものとする。 

⑴ 業務名 

⑵ 業務概要及び業務期間 

⑶ 受託者の名称及び所在地 

⑷ 所管課等の名称及び所在地 

⑸ その他必要な事項 

２ 前項の公表は、原則として閲覧により行うものとする。 

（雑則） 



 

 

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年３月１７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年１０月２５日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年１月１日から施行する。 

  



 

 

別表第１（第６条関係） 

設計金額 委員 

１億円以上 副市長、所管部長、総務部長及び所管課長 

１億円未満 

５，０００万円以上 

所管部長、総務部長及び所管課長 

５，０００万円未満

１，０００万円以上 

所管部長及び所管課長 

１，０００万円未満 所管課長 

 

別表第２（第８条関係） 

公募型プロポーザル方式 指名型プロポーザル方式 

公告期間 

 

参加表明書の提出 

 ↑ 

１５日 

 ↓ 

 

 

提案資格確認 

 

提案資格確認結果通知 

 ↑ 

１０日程度 

 ↓ 

指名通知書の送付 

参加承諾・辞退届の提出

（指名通知書を受け取っ

てから原則５日以内） 

提案書の提出 

 ↑ 

 

２０～３０日 

 

 

 ↓ 

提案書の提出  ↑ 

２０～３０日 

 ↓ 

評価（必要に応じてプ

レゼンテーション等の

実施） 

 ↑ 

１０日程度 

 ↓ 

評価（必要に応じてプレ

ゼンテーション等の実

施） 

 ↑ 

１０日程度 

 ↓ 

特定（非特定）結果通知  ↑ 

１０日程度 

 ↓ 

特定（非特定）結果通知  ↑ 

１０日程度 

 ↓ 

契約締結及び特定結果

の公表 

契約締結及び特定結果の

公表 

        累計６５～７５日        累計４０～５０日 

  



 

 

第１号様式（第５条関係） 

 

プロポーザル方式実施協議書 

第   号 

年   月   日 

 総務部長 様 

部長 

 蒲郡市プロポーザル方式実施要綱第５条の規定に基づき、プロポーザル方式実施

の可否について下記のとおり協議します。 

 

記 

 

 １ 業務名 

 

 ２ 業務場所 

 

３ 業務概要 

 

 ４ 業務の概算金額及び期間 

 

 ５ 採用予定のプロポーザル方式 

 

 ６ プロポーザル方式を採用する理由 

 

 ７ 選定委員会委員（案） 

   委員長 

   委員  

 ８ その他の事項 

 

 ９ 部署名、担当者名 

 

備考 契約検査課へ提出 



 

 

第２号様式（第８条関係） 

 

参 加 表 明 書 

 

年   月   日 

  

 蒲郡市長 様 

 

                    所在地 

                    商号又は名称 

                    代表者氏名           

 

 下記業務のプロポーザル方式による提案書の募集について、必要書類を添えて、

参加の希望を表明します。 

 なお、本書及び添付書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

 １ 業務名 

 

 ２ 蒲郡市での入札参加資格者名簿登録の有無（無の場合は、蒲郡市入札参加資

格者名簿に対象業務の登録を行うこと） 

 

 ３ 必要書類 

                 

 

 

 

 

 

    【連絡先】担当者所属・氏名・電話番号 



 

 

第３号様式（第９条関係） 

 

第   号 

年   月   日 

 

 

 

         様 

 

                        蒲郡市長         

 

 

提案書提出者の選定結果について（通知） 

 

 下記業務の参加表明書を提出していただいた結果、提案書提出者として選定しま

したので通知します。つきましては  年  月  日までに提案書等を提出して

ください。 

 

記 

 

 １ 業務名 

 

 ２ その他（特筆すべき事項、連絡事項等があれば記入） 

 

 

 

 

 

 

 

              【連絡先】担当者所属・氏名・電話番号 



 

 

第４号様式（第９条関係） 

 

第   号 

年   月   日 

 

 

 

         様 

 

                        蒲郡市長         

 

 

提案書提出者の選定結果について（通知） 

 

 

 下記業務の参加申込書を提出していただきましたが、提案書提出者として選定し

ませんでしたので通知します。 

  

記 

 

 １ 業務名 

 

 ２ 選定しなかった理由 

 

 

 

 

 

 

 

              【連絡先】担当者所属・氏名・電話番号 



 

 

第５号様式（第１０条関係） 

 

第   号 

年   月   日 

 

 

 

         様 

 

                        蒲郡市長         

 

 

指 名 通 知 書 

 

 下記業務の提案書募集にあたり、貴社を提案書提出者として指名しましたので通

知します。つきましては  年  月  日までに提案書等を提出してください。 

 なお、参加の意思表示をこの通知書が届いてから 日以内に「参加承諾・辞退届」

によりご連絡ください。 

 

記 

 

 １ 業務名 

 

 ２ 添付書類 

 

３ その他（特筆すべき事項、連絡事項等があれば記入） 

 

 

 

 

              【連絡先】担当者所属・氏名・電話番号 



 

 

第６号様式（第１１条関係） 

 

参加承諾・辞退届 

 

年   月   日 

  

 蒲郡市長 様 

 

                    所在地 

                    商号又は名称 

                    代表者氏名 

 

   年  月  日付け蒲 第  号で指名を受けました下記業務の提案書の募

集について、下記のとおり意思表示します。 

  

 

記 

 

 １ 業務名 

 

 ２ 参加承諾する ・ 辞退する 

  （上記事項のどちらかに○を付してください。） 

  

 

 

 

 

 

 

 

              【連絡先】担当者所属・氏名・電話番号 



 

 

第７号様式（第１２条関係） 

 

第   号 

年   月   日 

 

 

 

         様 

 

                        蒲郡市長         

 

 

結 果 通 知 書 

 

  下記の業務について、審査の結果、受託候補者として特定しましたので通知い

たします。 

 

記 

 

１ 業務名 

 

２ その他（特筆すべき事項、連絡事項等があれば記入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

             【連絡先】担当者所属・氏名・電話番号 



 

 

第８号様式（第１２条関係） 

第   号 

年   月   日 

 

 

 

         様 

 

                        蒲郡市長         

 

 

結 果 通 知 書 

 

 下記業務の提案書を提出していただきましたが、審査の結果、受託候補者として

特定しませんでしたので通知します。 

  

記 

  

１ 業務名 

 

２ 特定しなかった理由 

 

 

 

 

 

 

 

             【連絡先】担当者所属・氏名・電話番号 


